
個人情報は適切に管理し、政治活動の目的以外には使用しません。

コロナワクチンの全国民分確保へ全力！

携帯電話といえば公明党

不妊治療の負担軽減が
大きく前進！

携帯料金引き下げなど公明の取り組み
1994 年 神崎武法郵政相（当時、公明党）が携帯電話の売り切り制を導入

135 2 万人の「携帯電話料金引き下げ署名」を政府に提出

電気通信事業法の改正により携帯電話料金引き下げを推進

2000 年
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1012万人の「番号ポータビリティー制度導入の署名」を政府に提出

番号ポータビリティー制度が実現

「SIMロック解除を求める要望書」を政府に申し入れ

SIMロック解除の義務化を実現

「料金プランの多様化を促す等の提言」を政府に申し入れ

大手3社が低料金プランを発表

2020 年 「携帯電話料金引き下げに向けた提言」を政府に提出

　公明党は、他党に先駆けて党内にワクチン・治療薬開発推進プロ
ジェクトチームを立ち上げ、全国民がワクチン接種を受けられるよう、
対策を一貫してリード。
　政府は予備費６，７００億円余りを支出することを決定。全国民分
のワクチン確保に取り組む方針を表明し、海外製薬会社と基本合意
しました。ワクチンの接種費用は無償化します。

　携帯料金の引き下げは、20 年前から公明党が一貫して進めてきた政策。今回、菅政権が携帯電話
料金の引き下げを主要政策の一つとして掲げています。菅首相は「私が気付くはるか以前から、公明
党が署名活動を行っていることに心から敬意を表したい」と述べています。

　公明党は、不妊治療の負担軽減に１９９８年から
取り組み、2004 年度か ら年1回10 万円を限度
に助成を行う「特定不妊治療助成事業」が創設さ
れ、その後も段階的に拡充してきました。菅首相は
「公明党から不妊治療の助成金拡大や保険適用に
強い要請を受け、できるだけ早く保険適用ができ
るようにしたい。
それまでの間は、
助成金を思い切っ
て拡大したい」と
明言しました。
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　新型コロナウイルス感染症の拡大をできるだけ早く収束させなければなりません。またその
間も、感染防止対策を十分にとりながら、私たちの社会経済活動を持続できるようにしてゆくこ
とが重要です。感染症の拡大により、生活や仕事に大きな影響を受けている多くの国民の皆さ
まの声に耳を傾け、国の政策に反映してまいります。
　さらに、コロナ後の社会を展望し、新しい経済社会のカタチを創っていくことが必要だと考え
ています。地元・堺の未来も見据え、「いのちと暮らしを守る」希望あふれる日本を築くため、
全力で取り組んでまいります。
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